





























































































大本圭野著 H証言]日本の住宅政策J 藤井 透 239 
を基軸とした日本の社会政策論に対して，今日の国民生活の幅広い課題や要求に応え
られるものになっているのかどっかという疑問が出されている点は， もはや周知に属
するものであろう。評者も，あたらしい社会政策論はどうあるべきかを模索している
ひとりである。ところが，評者が引用した「序」の部分の「社会政策」論は，政策形
成過程論的な解釈が勝ち過ぎており，なにより，“はじめに住宅(政策)ありき"とい
う印象を与え，従来の日本の社会政策論がなぜ，住宅を社会政策のー領域として考え
てこなかったのかという疑問に応えるものとはなっていない。「住宅政策は社会政策で
ある」とするなら，筆者はその理論的根拠を明らかにすべきではなかったろうか。
住宅政策を社会政策に含めるかどうかという課題に評者がこだわるのは，それが学
問上の定義の問題であると同時に，わが国のこれまでの持家政策を転換させるかどう
かという実践的な課題と分かち難く結ぴついていると考えるからである。住宅政策と
社会政策の関連を理論的に問う上で実は，たいへん興味深い「事件」があった。それ
は， 1982年に発足した日本住宅会議の呼びかけ人(のちに代表委員)に，かの大河内
一男が名前を連ねているという「事件」である。労働力政策を基軸とした(すなわち，
住宅を坪外に置いてしまったとされる)社会政策論を打ち立てた大河内が，晩年にな
って住宅問題，運動に積極的にかかわったのはなぜか。学説史的な興味を引かれる「事
件」である。大河内が晩年に， I総合社会政策」あるいは「社会政策のインテグレーシ
ョン」を提唱していたことはよく知られている。このような主張が行われた理由を，
大河内理論の「変質」または「放棄」に求められるかどうかという点については，こ
こでは措くが，晩年の大河内の「理論」が住宅問題，政策と強い関係を持つにいたる
必然性があった点は確認してもよいであろう。
ただ評者が注意を喚起したいのは，大河内理論が形成された戦時期に，すでに住宅
(問題)が興味深い形で，同理論に含まれていた事実と，その入り方である。 1938年に
発表された「我国における社会事業の現在及ぴ将来一社会事業と社会政策の関係を中
心に-Jと題された論稿で，大河内は当時の「住宅問題」に対する対処の仕方を， I社
会事業的形態の衛生的=風紀的=保安的取扱いから新たな産業労働者のための労働者
住宅への配慮と言う意味での産業的=生産的取扱いに転ぜしめるもの」で，これを「社
会事業の社会政策的任務への接近」と解釈していたのである。たしかに大河内はここ
で「住宅政策」を社会政策の範時に入れていたわけではなかったが，参照した論稿は，
「住宅政策Jも大河内社会政策論の枠内に十分入る可能性があったことを示唆するもの
と言えよう。このように見てくると，新しい社会政策論を模索する作業とともに，従
来の社会政策論を通念的にのみとらえるのではなし住宅政策がその中に入り得た可
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能性がなかったかを，理論の枠組みとその理論の時代背景を考慮に入れて，ていねい
に再検討することが，今日必要とされているのではあるまいか。
理論の妥当性とは，現実を説得的に説明するにとどまらないで，将来社会を洞察で
きる力を持ち得ているかどうかににかかっていると，評者は考えている。「高齢化社会」
の進展が叫ばれ，年金問題はもちろん，企業経営のあり方まで模索されている現在，
老後を安全かつ安心して暮らすための基礎的条件の整備をどうするかという課題は，
理論の妥当性が試される， きわめて重要な課題であるといえよう。その枢要な位置に
くるのが，住宅政策論であろう。筆者が情熱的に取り組んだ， 日本の住宅政策の成立
過程を明らかにする作業によって，少なくともこれまでの住宅政策ではうえの課題に
応えられるものにはならないことがはっきりした。住宅の所有形態，構造，住環境の
あり方，土地問題はもちろん， (介護を含めた)住まい方，つまり家族のあり方まで視
野に納めた住宅政策論が，今求められているのである。
